
要望者名

※様式２（要望項目）に転載する
ため、1行で記載してください。

一般社団法人情報サービス産業協会

要望者　部署名、御担当者
名

※個人等の場合は記載不要で
す。

企画調査部　田中岳彦

住所
〒104-0028
中央区八重洲2-8-1

電話番号 03-6214-1121

FAX番号 03-6214-1123

電子メールアドレス

無

※　7月下旬～８月上旬に、一部の要望についてヒアリングを行うことを検討中で
す。時間の制約や、要望内容等を勘案した上で、個別に御連絡した要望者につい
て、経済産業省内で行う予定です。ヒアリングを希望されるすべての個人・団体に
ついて必ずしもヒアリングを行うわけではありませんので予め御了承ください。

＜様　式　１＞

経済産業省経済産業政策局企業行動課　税制改正要望担当　宛

ヒアリング希望

平成25年度税制改正に関する要望



1 要望カテゴリ ① 　1. 法人税率

 ※リストから選択してください ②

③

④

直接入力用→ ⑤

要望者
一般社団法人情報サービス産業協会

要望名
法人実効税率の引き下げ

重点要望の該当
※重点要望（計５項目程度以内）の
場合はリストから選択してください。

●重点要望項目

要望内容

 我が国企業の国際競争力の観点から法人実効税率の引下げが産業界から強く要請されるなかで、
昨年、復興財源としての復興特別法人税が時限的に課される流れとなりました。しかし、円高、エネ
ルギーコストの上昇、震災後に明らかとなった事業継続対応(BCP/BCM)等の観点から、企業の各種
コスト負担は増大しており、税負担引き下げの必要性はさらに高まっているといえます。
　つきましては、復興特別法人税課税期間終了後の法人実効税率の国際水準(20%)までの段階的引
下げを要望いたします。また、これに伴う中小法人の軽減税率のさらなる引き下げも要望いたしま
す。

要望目的
期待される効果

法人実効税率の国際的なイコールフッティング
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2 要望カテゴリ ① 　5. 特別償却・税額控除

 ※リストから選択してください ② 　131. マイナンバー制度

③ 　102. 固定資産税（建物以外の償却資産）

④

直接入力用→ ⑤

要望者
一般社団法人情報サービス産業協会

要望名
マイナンバー法上の法人番号を活用したIT投資促進税制の創設

重点要望の該当
※重点要望（計５項目程度以内）の
場合はリストから選択してください。

●重点要望項目

要望内容

  我が国経済は、震災による一時的な落ち込みから脱し、現在は復興需要を背景に回復途上にある
とみられるものの、エネルギーコストの上昇や消費税の増税等により、中長期的な経済成長が見通
せなくなっています。
　長引くデフレ経済からの脱却を図るためには、ITを活用した競争力強化が有効であり、その活用を
促す税制支援が必要です。我が国の企業における情報化は、専ら企業内に留まっていると見られて
おり、有効に活用できているとは言い難い状況です。
　こうしたなか、現在会期中の国会では、閣法第32号として提出された「行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律案」、いわゆるマイナンバー法が審議の途上にあり
ます。同法には商業登記法上の会社法人番号等(以下、法人番号)を通知、公表する規定が盛り込ま
れています(注)。
　当該法人番号を我が国企業が活用することにより、受発注情報のサプライチェーン構築が容易とな
るほか、取引に係るコストの削減を図ることができます。また、災害発生時の物流情報の把握にも役
立つことが想定されるほか、近時注目を集めるビッグデータの企業情報の収集への貢献等、法人番
号が企業活動のインフラとして活用されることにより、従来発想し得なかった新たなビジネスの創出も
期待することができます。
　そこで、当該法人番号を活用したIT投資の促進を図る税制措置を次のとおり要望いたします。

【要望詳細】

(1) 法人番号の活用が仕様に盛り込まれた情報システムの構築(改修を含む)に係る税額控除または
特別償却
※農業法人及び医療法人にはさらに一定の上乗せ措置を講ずることとすべき。

(2) 法人番号と自社保有の法人番号等を変換するトランスレータの開発あるいは取得に係る税額控
除または特別償却

(注) 同法 第52条－第55条

要望目的
期待される効果

・我が国企業の競争力強化・経営の効率化
・経済成長回帰への道筋づくり
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3 要望カテゴリ ① 　5. 特別償却・税額控除

 ※リストから選択してください ② 　102. 固定資産税（建物以外の償却資産）

③ 　141. 税制関係以外

④

直接入力用→ ⑤

要望者
一般社団法人情報サービス産業協会

要望名
バックアップ用データセンターの設置に係る支援税制の創設

重点要望の該当
※重点要望（計５項目程度以内）の
場合はリストから選択してください。

●重点要望項目

要望内容

 東日本大震災の被災自治体等における情報システムの喪失は、クラウドコンピューティングが進む
中で、改めて情報システムの観点から事業継続管理(BCM - Business Continuity Management)上の
重要性が改めて強く認識されたところです。
　現在、あらゆる情報システムの心臓ともいえるデータセンターは、首都圏に集中しており、ひとたび
大震災等の大災害や大規模停電などが発生し被災した場合には、経済社会の機能をマヒさせるおそ
れがあります。
　したがって、緊急時に備えたバックアップ用のデータセンターを設置することが喫緊の課題です。
　しかし、情報サービス事業者が新規にデータセンター設置に係る設備投資を自力で行うことはリー
マンショック後の投資余力の乏しい状況の中で難しいのが実態です。
　さらに、本年6月に発生したレンタルサーバー運営大手企業による大規模障害では、障害復旧の方
法としてユーザのバックアップデータを元に自ら復旧作業を行うようにとのアナウンスがありました
が、中小企業ユーザが自らバックアップデータを確保する余裕も、バックアップのためのいわゆる二
重化に係るコストを負担することも困難です。
　つきましては、データのバックアップに係るシステム(注)の取得及び運用並びに当該データの保全
に係る費用を対象とした税制面の支援を要望いたします。

(注) システム構成図等によりバックアップ用の情報システムであることが容易に判別可能できるも
の。一定の要件を満たしたコンテナ型データセンター等を想定している。

【要望詳細】
・一定の要件を満たしたバックアップ用の情報システムの構築(改修を含む)に係る税額控除または特
別償却
・一定の要件を満たしたコンテナ型データセンターの設置に係る税額控除または特別償却

なお、本税制の運用にあたっては、バックアップ用の情報システムの判別が必要となるが、情報技術
の進展により、システムの態様は変化していくことから、例えば、電子帳簿保存法のような法律を別
途制定することも必要と考える。

要望目的
期待される効果

・情報システムの信頼性の向上
・大規模災害・障害時のBCM対応
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4 要望カテゴリ ① 　102. 印紙税

 ※リストから選択してください ②

③

④

直接入力用→ ⑤

要望者
一般社団法人情報サービス産業協会

要望名
印紙税制度の抜本的見直し

重点要望の該当
※重点要望（計５項目程度以内）の
場合はリストから選択してください。

要望内容

　印紙税は作成文書に担税力を求める文書課税でありますが、ペーパーレス化が進む中で、不合理
な税制となっております。情報サービス企業がユーザとの間でシステム開発を進める場合には、契約
書以外にも仕様書など開発内容について確認するためのやりとりが電子メールの添付ファイルと紙
文書とを問わず頻繁に行われますが、紙文書の場合には、しばしば印紙税法上の課税対象とみなさ
れ、実務上の混乱を招いてきました。また、昨今は、電子商取引が日常的に行われるようになりまし
たが、電子商取引における契約では課税されず、書面契約にのみ課税される実態は税の公平性を
損ねるものであります。
  そこで、印紙税の廃止を視野に入れた抜本的な見直しを図っていただきますよう要望いたします。

要望目的
期待される効果

・時代に合わない租税制度の整理
・ペーパーレス化の障害の排除
・課税の公平性の確保
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5 要望カテゴリ ① 　121. 事業所税

 ※リストから選択してください ②

③

④

直接入力用→ ⑤

要望者
一般社団法人情報サービス産業協会

要望名
みなし共同事業課税の廃止

重点要望の該当
※重点要望（計５項目程度以内）の
場合はリストから選択してください。

要望内容

　事業所税は、従業者給与総額と事業所床面積とを課税標準とする税目ですが、平成15年度税制改
正で創設された法人事業税の外形標準課税制度において、その外形基準として報酬給与額と土地・
家屋に係る純支払賃借料*が付加価値割における課税標準とされたことから、課税客体が重なるた
め、その廃止が検討されるべきであります。
  ところで、情報サービス産業では、事業の効率化の促進、間接コスト削減を目的として、グループ企
業のオフィスを一箇所に集約する動きが進んでおります。事業所税では、一定規模までの事業所は
免税**とされておりますが、グループ企業で事業所を一箇所に集約して事業を行った場合は共同事
業とみなされており、課税計算上では従業者給与総額と事業所床面積とが合算されて単独として扱
われてしまいます。このため、グループ企業の中に免税点に達しない企業があったとしても免税の対
象外となり、税負担の増加を招く結果となっています。
  つきましては、グループ連結経営の合理化努力を否定する、みなし共同事業に対する課税は廃止
していただきたく、要望いたします。

(注)*  土地・家屋に係る支払賃借料－受取賃借料（マイナスの場合には0[ゼロ]）
　　**一般事業所の免税点：事業所床面積の合計面積が1,000平米以下、従業者の合計数が100人
以下

要望目的
期待される効果

・二重課税の排除
・不当な税負担の排除
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